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 杉並区（以下「区」という。）は、新型ケアハウス整備・運営事業（以下「ケアハウス整

備等事業」という。）を民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平

成 11年法律第 117 号）（以下「ＰＦＩ法」という。）に則り、実施することとする。本実施

方針は、ＰＦＩ法に基づき特定事業の選定及び特定事業を実施する民間事業者の選定を行

うにあたり、事業の実施に関する方針として定めるものである。 

 
 
１ 特定事業の選定に関する事項 
 
 （１） 事業内容に関する事項 

ア 事業名 
  杉並区ケアハウス整備等事業 
 
イ 対象となる「公共施設等」の種類 
 １  名  称 
   ケアハウス       
 ２  立地場所 
  杉並区今川二丁目５番       
  （施設の立地条件は ４に記載） 
 ３  施設の位置づけ 
  区の区域内に立地する社会福祉施設として位置づける。 
 
ウ 公共施設等の管理者等 
 杉並区長  山田 宏 
 
エ 事業目的 
施設入所希望者の増加に伴う多様な介護基盤整備の一つとして、利用者のサ－ビス選択

肢を拡大するため、基本計画事業であるケアハウスの整備を、民間事業者の資金、経営能

力等を活用したＰＦＩ事業として実施する。 
区には、平成１3年９月末現在で約１，３００人の特別養護老人ホ－ムの入所希望者が

おり、比較的要介護度の重い方や緊急度の高い方の入所を優先せざるを得ない状況である。 
新型ケアハウスは、全室個室でユニツトケアを採用し、特別養護老人ホ－ムと同様の施

設サ－ビスが可能であり、原則として要介護１から入所できる施設である。したがって、

新型ケアハウスは、比較的要介護度の低い方から利用できる施設として位置付け、多様な

介護度に対応できる体制の整備を図る。 
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オ 事業に必要とされる関連法令等 
・ 民間事業者は、新型ケアハウスの設計・施工、運営維持管理を行うにあたって、必要と

される関係法令等を遵守することとする。  
・ 関連する法令等は下記のとおり。 
１ 老人福祉法 
２ 社会福祉法 
３ 介護保険法 
４ 都市計画法 
５ 建築基準法 
６ その他関係法令等 

  
カ 事業の範囲 
・ 本事業は、ＰＦＩ法に基づき、新たに新型ケアハウスを建設し、運営及び維持管理業務

を遂行することを事業の範囲とする。 

・ 具体的な事業範囲は下記の業務を含むものとする。 

１ 建設及びその関連業務 
・ 工事監理 

・ 施設の設計及びその関連業務 

・ 施設の土木・建築工事及びその関連業務 
・ 施設の機械・電気・給排水設備工事及びその関連業務 
２  運営・維持管理業務 
・ 施設を賃貸借してのケアハウス事業の運営 

 
キ 事業スケジュール 
・ 当事業に関する主要なスケジュールは、以下のとおりである。 
１ 実施方針の公表          平成１４年２月１５日 
２ 特定事業の選定          平成１４年３月４日 
３ 民間事業者公募説明会開催       平成１４年４月１２日 
４ 民間事業者の決定           平成１４年７月 
５ 民間事業者と契約締結        平成１４年１０月 
６ 建設及びその関連業務         平成１４年１０月から平成１６年２月末日 
７ 所有権譲渡・賃貸借開始       平成１６年３月 1日 
８ ＰＦＩ事業の終了         平成３６年２月末日 

 
ク 事業方式 
・ 施設については、ＢＴＯ方式（Build, Transfer and Operate：民間事業者が施設を建設
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し、施工完了後速やかに区に所有権を譲渡し、事業期間中、施設を区から賃借して運営

維持管理業務を遂行する方式）を事業手法として整備を行う。 

・ 新型ケアハウスの運営に係る費用については、介護報酬、利用料、事業者が事務費徴収

額を減額した場合の「軽費老人ホーム事務費補助金」により、民間事業者の独立採算と

する。 

 

（２） 特定事業選定にあたっての考え方等に関する事項 

  以下の考え方・手順に従い、当事業を特定事業として選定することとする。 
 
ア 選定にあたっての考え方 
・ 当事業をＰＦＩ手法により実施した場合、区が直接事業を実施した場合に比べて、事業

期間中における事業リスク及び公共サービス水準について定性的評価を行い、その結果

として、公共負担リスクの低減及び公共サービス水準の向上が見込まれる場合に限り、

特定事業として選定する。 

・ なお、事業期間中における公的財政負担については、本事業は民間事業者の独立採算型

事業であり、区が負担する建設費についても民間事業者から支払われる賃料で回収が可

能なことから、公的財政負担は基本的に発生しないことから、定量的評価は行わない。 
 
イ 選定手順 
 次の手順により客観的評価を行い、評価結果を公表する。 
１ ＰＦＩ事業として実施することの定性的評価 
２ 民間事業者に移転されるリスクの検討 
３ VFM（Value for Money）の検討による総合的評価 

 
ウ 選定結果及び選定における客観的評価の公表方法 
・ 前項の規定に従い、特定事業を選定した場合には、VFM評価結果を明らかにした上、区
公式ホームページ等により公表する。 
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２ 民間事業者の募集及び選定に関する事項 
 
（１） 募集及び選定スケジュール 
・ 当事業は、民間事業者が募集要項に規定する事業参画に足る資格を有しており、かつ民

間事業者の提案内容が、技術的観点から区が要求する性能要件を満足することが見込め

る応募提案内容であることを前提として、公募型プロポーザル方式によって民間事業者

を選定する。 
 

・ 募集及び選定のスケジュールは下記のとおり設定する。 
平成１４年２月１５日 
平成１４年３月 ４日 
平成１４年４月１２日 
平成１４年４・５月 
平成１４年 ５月 
平成１４年 ７月 
平成１４年１０月 

実施方針の公表 
特定事業の選定 
民間事業者公募説明会開催 
公募に関する質問の受付・回答 
プロポーザルの提出期限 
民間事業者の決定 
民間事業者と契約締結 

  
 
（２） 参加資格要件 
・ プロポーザルに参加する民間事業者（以下「応募者」という。）は、当事業を実施する単

独企業（もしくは企業グループ）であって、以下の資格要件を全て満たすことが必要で

ある。 
・ なお、同一応募者が複数の提案を行うこと、及び複数の企業グループを構成することは

禁止される。 
・区は、応募者について、資格要件の確認の確認を行い、要件を満たさない応募者につい  

ては、審査を行わない。  
 
ア 基本的な資格要件 

・民間企業（株式会社等）の場合には、直前期末の決算（連結決算で行っている場合には、

連結決算）において純資産及び税引前利益が次のとおりであること。ただし、国内の証

券取引所（東京、大阪、名古屋、札幌、福岡）のうちいずれか（東京、大阪及び名古屋

証券取引所に上場している場合には、１部又は２部に限る。）に上場している場合には、

この限りではない。 

 （ア） 純資産は、直前期末で３億円以上かつ連結決算の場合には許可申請を行った法

人単体で債務超過していないこと。 

 （イ） 税引前利益は、最近１年間において１億円以上であること。 

   

＊ 許可申請を行った民間企業に親会社（当該許可申請を行った民間企業の発行済
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み株式総数の過半数を所有していること。）がある場合には、連結財務諸表に関

する関係法令に従って適性に財務計算に関する書類が作成されているときに限

り、当該親会社における連結決算が上記基準を満たしていることで足りる。 

 

・医療法人その他の非営利法人の場合には、それぞれの法人類型に対応して策定されてい

る会計基準に基づき適正に会計処理が行われていること又は外部監査を受けていること

若しくは青色申告法人と同等の記帳及び帳簿書類の保存が行われていること、及び１億

円以上に相当する資産（現金、預金、確実な有価証券又は不動産に限る。）を基本財産と

して有していること。 

・ 下記の各法律の各規定による各申立てがなされていないものであること。 

１ 商法第 381 条の規定による整理開始の申立て若しくは通告 

２ 破産法第 132 条若しくは第 133 条の規定による破産の申立て 

３ 旧和議法第 12 条の規定による和議開始の申立て 

４ 会社更生法第 30 条の規定による更生手続開始の申立て 

５ 民事再生法第 21 条の規定による再生手続開始の申立て 

 

イ ケアハウスの運営に関する実績 
・ 応募者は、ケアハウス、痴呆性高齢者グループホーム、有料老人ホームの運営など高齢

者介護事業に関する実績を有する者であること。 

 
ウ その他の参加不適格者 
１ 本事業の業務に携わっている者（コンサルタント業務等） 

２ 事業者選定委員会の委員本人及び委員が属する企業及びその関係会社 

 

エ 資格確認基準日 
・ 平成１４年３月末日を予定。 

 
（３） 民間事業者の審査及び選定に関する事項  

ア 審査・選定に関する基本的考え方 

・ 審査・選定は、事業者選定基準に基づき、学識経験者及び区職員で構成する選定委員会

で行なう。 

 

イ 事業者選定基準を定めるにあたっての指標 

１ 運営・サービス水準面 
・ 各施設の運営内容、運営計画 

２ 資金調達面・確実性・安全性 
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・ 民間事業者の財務状況、過去の実績等 

 
ウ 審査・選定手順に関する事項 
・ 応募の資格要件の確認後、審査を行い、最終的な民間事業者の選定は、落札決定基準に

基づき、コスト面からの定量的評価、並びに運営・サービス水準面等からの定性的評価

を行った上、最も有利なものを選定することとする。 
・ なお、応募者が具備すべき参加資格要件を満たしていない場合は、提案書の審査を行な

わず、その旨を通知する。 
 
エ 審査・選定結果及び評価の公表方法 
・区は、選定委員会における審査・選定の結果を取りまとめて、区公式ホームページ等に

より公表する。  
 
 （４） 提出書類の取り扱い 

ア  著作権 
・民間事業者の決定までの間、提出された書類の著作権は応募者に帰属する。ただし、区

は本事業選定実施に関する報告書等のため、必要な場合には提出された書類の内容を無

償で使用できるものとする。 
・民間事業者の決定後、選定された提出書類の著作権は区に帰属し、選定されなかった提

出書類の著作権は応募者（グループを含む）に帰属するものとする。 
 
イ  返却 
・選定されなかった提出書類は返却しない。なお、提出された書類は、本事業選定の実施

に関する報告等のため必要な場合を除き、応募者の許可を得なければ公表しない。 
 
３ 民間事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項 
 
（１） 民間事業者の業務範囲 
・ 民間事業者が実施する主な業務は、次のとおりとする。 

 
ア 事前業務 
１ 施設の各種申請業務、設置事前協議業務 

 
イ 設計・施工業務 
１ 施設の設計及びその関連業務 

２ 施設の土木・建築工事及びその関連業務 
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 ３ 施設の機械・電気・給排水設備工事及びその関連業務 
 ４ 工事監理 

 
ウ 運営維持管理業務 
 １ 施設を賃借してのケアハウス事業の運営 

 

エ その他の業務 
 １ 区への施設所有権譲渡に係る業務 
 
（２） 区の業務範囲 
・ 区が実施する主な業務は、次のとおりとする。 
ア 運営業務 
・ 施設の施工完了（性能確認済）以降、ＰＦＩ事業期間終了までの施設の所有、施設の賃

貸 
 
イ 事業の実施状況の監視 
・ 区は、当事業の実施状況の監視を行う。なお、監視の方法については、募集要項に規定

する。（当事業の実施状況の監視の概略については３の（８）を参照） 
 
ウ 費用の支払い 
・ 区は、新型ケアハウスの建設に要する費用を、契約書に規定する方法により民間事業者

に支払う。 
・ これらの支払条件等については、募集要項に規定する。 

 
（３） 事業期間等 
・ 建設及びその関連業務期間は、１７ヶ月以内とする。 

・ 施設の賃貸借期間は２０年間とする。 

・ また、契約書には別途下記スケジュールを記載する。 
１ 建設及びその関連業務        平成１４年１０月～平成１６年２月末日 
２ 所有権譲渡・賃貸借開始時期     平成１６年３月 1日 
３ ＰＦＩ事業の終了時期                平成３６年２月末日 

 
（４） 想定される責任及びリスクの分類と官民間の分担 

ア 責任分担の考え方 
・ 当事業における責任分担の考え方は、当該リスクを最も良く管理できる主体がリスクを

適正に分担することにより、より質の高いサービスの提供ができることを基本的な考え
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方とする。 
・ 施設の設計・施工・運営維持管理の責任は、原則として民間事業者が負うものとするが、

区が責任を負うべき合理的な理由がある事項については、区が責任を負うこととする。  
イ 想定されるリスクと責任の分担 
・ 区と民間事業者のリスク分担は、原則として別紙１「想定されるリスク分担表」による

こととし、その分担の程度等については、契約書等において規定する。 
・ なお、分担の詳細については募集要項及び契約書に規定する。 
 
（５） 民間事業者が提供するサービスの水準 
・ 民間事業者は、募集要項に規定する、施設の機能（性能要件）を十分満たすことが可能

な設計・施工・運営維持管理を行うこととする。 

・ 民間事業者が提供すべきサービスについては、実施設計図書の作成、それに基づく建設

工事、並びに運営維持管理に関する規定を募集要項に定める。 

 

（６） 公共施設等の管理者等による支払に関する事項等 
・ 区は、契約の条項に従い、施設整備費用を支払う。また、施設整備に係るリスク分担及

びペナルティの考え方を募集要項に提示する。 

 

（７） 民間事業者の責任の履行に関する事項 
・ 民間事業者は、作成された契約書に従い、誠意をもって責任を履行する。 

 
（８） 区による事業の実施状況の監視  

ア モニタリング 
１ 設計時 
・ 民間事業者は、設計内容について、適宜区と打ち合わせを行う。設計完了時には区の確

認を受けるものとする。 

２ 建設時 
・ 民間事業者は、区から工事施工、工事監理の状況について、適宜確認を受ける。 

・ また、区が要請したときは、工事施工の事前説明及び事後報告、工事現場での施工状況

の確認を行う。 

３ 施工完了時 
・ 民間事業者は、施工記録を用意して、区の買取検査を受ける。 

４ 施設供用開始後 
・ 区は、定期的に業務の評価報告を受ける。 

 

イ 事業期間終了後の措置 
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・ ＰＦＩ事業期間終了後の施設の賃貸については、民間事業者と区が協議を行うものとし、

賃貸の継続を行う場合には原則として以後３年ごとの自動更新とする。 
 
 

４ 施設の立地並びに規模及び配置に関する事項 
 
 （１） 施設の立地条件  

ア  建設計画地 
 杉並区今川二丁目５番    

 
イ  敷地面積 
  ２,１６７．８９㎡ 

 
ウ  地域地区等 
・ 用途地域    第一種低層住居専用地域      

         準防火地域 

         第一種高度地区 

・ 建ぺい率    ５０％（角地６０％） 

・ 容積率     １００％ 

・ 建物高さ制限  １０ｍ 

 
 （２） 土地の使用に関する事項 
・ 民間事業者は施設の建設中の期間において、当該建設計画地を無償で使用することがで

きる。 

 

 （３） 建物等の建設要件等 
・ 施設要件及び構造要件等の詳細については、募集要項に規定する。 
・ なお、当該施設の建物の施工を請け負う建設業者については、下記資格要件を満たすこ

ととする。 
ａ．地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4（一般競争入札の参加者

の資格）に該当しないものであること。 

ｂ．区建設工事等業者登録名簿及び区物品買い入れ等業者登録名簿に登録している者で

ある場合は、指名停止期間中でない者であること。（グループの場合には、代表者が

満たすことが必要である。） 

ｃ．建設業法第３条第１項の規定にもとづく、土木建築一式工事及び機械器具設置工事

につき特定建設業の許可を得ていること。 
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５ 事業計画又は協定等の解釈について疑義が生じた場合における措置に関す 
    る事項 
 
（１） 事業計画又は協定の解釈について疑義が生じた場合、区と民間事業者は誠意をも

って協議するものとし、協議が整わない場合は、契約書等に規定する具体的措置に

従うものとする。 
 
（２） また、契約に関する紛争については、東京地方裁判所を第一審の合意管轄裁判所

とする。  
 
６ 事業の継続が困難となった場合の措置に関する事項 
 
・ 契約には、運営維持管理期間中に事業の継続が困難となった場合（民間事業者の経営の

破綻、又はその懸念が生じた場合等）、責任の所在を明文化するとともに、その規定に従

い対応することとする。 
・ 特に、民間事業者がその責に帰すべき事由により債務不履行に陥った場合、民間事業者

が再び事業を継続することが事実上不可能と認められる場合を除き、区は、民間事業者

に一定の回復期間を与えて、民間事業者の事業遂行能力の回復を待つこととする。 
・ 但し、サービス提供に重大な遅滞等が懸念される場合、あるいは民間事業者の事業遂行

能力の回復が不可能であると判断される場合には、区は、民間事業者との契約を解除し、

施設の運営維持管理に係る新たな民間事業者を公募することを原則とする。 
・ 事業の継続が困難となった場合には、次の措置をとることとする。 

 

（１） 民間事業者に契約不履行の懸念が生じた場合 
・ 区は契約書の定めに従い民間事業者に修復勧告を行い、修復策の提出・実施を求めるこ

とができる。なお、その他の対応方法については、契約書に規定する。 

 

（２） その他の事由により事業の継続が困難となった場合 
・ 契約書に定めるその事由ごとに、責任の所在による修復等の対応方法に従う。 

 

 
７ 財政上及び金融上の支援に関する事項  
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（１） 財政上及び金融上の支援に関する事項 

ア 現時点で想定される財政上、金融上の支援等に関する事柄は次のとおりである。 

「事務費」については、入居者の収入の状況によって負担軽減措置があり、事業者が事務

費徴収額の減額を行った場合には、事業者が負担した部分は「ケアハウス事務費補助金」

による補助の対象となる。 

イ なお、区からの財政支援は一切行わないものとする。 
 

（２） その他の支援に関する事項 
・ 事業実施に必要な許認可等に関し、区は必要に応じて協力する。また、法改正等により、

その他の支援策等が適用される可能性がある場合には、区と民間事業者で協議を行い対

応策を検討する。  

 
 
８ その他特定事業の実施に関し必要な事項 
 
（１） 議会の議決 

ア 債務負担行為等議案を提出予定。（平成１４年 第１回定例会） 

イ ＰＦＩ 契約に関する議案を提出予定。（平成１４年 第３回定例会） 

（２） 情報公開及び情報提供 

 情報提供は、適宜、区公式ホームページ等を通じて行う。 

（３） 入札に伴う費用負担 
・ プロポーザル参加に係る費用については、すべて応募者の負担とする。 

 

 
【本事業担当課】 
  杉並区 保健福祉部 管理課 計画推進担当   
  電話    ０３－３３１２－２１１１ （内線 １３５３・１３５４） 
 ＦＡＸ  ０３－３３１２－２１９７         
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別添資料：想定されるリスク分担表 
リスク分担   段 階 リ ス ク 項 目 リ  ス  ク  の  概  要 
区 民間 

設計内容 民間事業者が実施した実施設計に関するリスク  ○ 
設計変更 民間事業者による設計変更に関するリスク  ○ 
調査・測量ミス 民間事業者が実施した調査・測量  ○ 

 共  通 

労災 建設、運営における従業員の労働災害  ○ 
資金調達 初期投資額に見合う資金調達  ○ 
事業用地の確保 施設の建設に必要な事業用地の確保 ○  
建設コストのオーバーラ
ン 

予想できなかった技術的問題や施工上の課題な
どにより、当初見積額以上の支出が発生 

 
○ 

施工に際して、設計ミスや事故の発生、想定し
たパフォーマンスが発揮できないことなどによ
り、サービスの提供時期が契約より遅れる 

 
○ 

建設工事納期のタイムオ
ーバーラン 

区の責に帰すべき事由により、サービスの提供
時期が契約より遅れる 

○ 
 

性能未達 契約で定められた仕様、サービスレベルを満た
すことができない 

 
○ 

建設中に、区の意向で仕様、性能要件が変更さ
れることによる遅延、コストの発生 

○ 
 仕様変更 

民間事業者の提案による仕様の変更  ○ 
資材置き場の確保 施設の建設に要する資材置き場の確保  ○ 
施工管理 施工管理に関するリスク  ○ 
施設の損傷 引き渡し前の施設の損傷  ○ 
物価変動・金利変動 インフレ、デフレ等の発生、金利の上昇 ○ ○ 

天災、戦争などによる物的損害 ○ ○ 

建設段階 

天災 
天災、戦争などによる人的損害  ○ 

需要リスク 利用者の減少に伴う施設の採算性悪化  ○ 
利用者からの賠償責任請
求 

運営上の事故や施工中に発見できなかった瑕疵
等による事故などでもたらされる利用者からの
損害賠償請求 

 ○ 

行政による仕様変更要求 運営期間中に政策・制度の変更や性能要件の水
準変更に伴う改修費用の発生 

○ 
 

施設・設備・提供サービス
の陳腐化 

技術革新等にともなう施設・設備の陳腐化 
○ 

 

維持管理費の上昇 物価や人件費の上昇による維持管理費の増加  ○ 
修繕費の上昇 物価の上昇等による修繕費の増加 ○  
法制度、規制の変更 保有施設・設備や運営手法に係わる法制度、規

制の変更に伴う再投資、サービスの停止 
○ ○ 

事故等第三者の責に帰す施設、設備等の損害の
発生 

○ 
 事故等による保有資産へ

の物的損害 
運営上のミスなど民間事業者の責に帰す損害の
発生 

 
○ 

周辺住民からの賠償責任
請求 

運営上の問題による周辺住民への損害発生等に
よる賠償責任 

 ○ 

金利変動 金利の上昇 ○ ○ 
天災、戦争などによる物的損害 ○  

運営維持
管理段階 

天災 
天災、戦争などによる人的損害  ○ 
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